
合計額を記載してください。
この金額は、各申告書の均等割額
の欄に移記してください。

　算定期間中に事務所等を設置
又は廃止した場合は、当該事務
所等を設置・廃止した年月日、
名称及び所在地を記載してくだ
さい。

　算定期間中に事務所等を廃止し、当該特
別区に事務所等を有しないこととなった場
合は、判定時期における従業者数は０人と
なるため、50人以下として判定します。

　市町村に従たる事務所等
を有する場合は、そのうち
の主な事務所等の名称（外
箇所）及び所在地を記載し
てください。

均等割明細書の記載例

　同一特別区内に２以
上の事務所等を有する
場合には、それぞれの
従業者数の合計数を当
該特別区内の従業者数
として記載します。

税率表のⅠ表に該当する法人
（特別区のみに事務所等を有する
法人）はこちらに記載してくださ
い。

税率表のⅡ表に該当する法人
（特別区と市町村に事務所等を
有する法人）はこちらに記載し
てください。

　算定期間中に事務所等を有していた月数を記載してください。この場合、暦にした
がって計算し、１月に満たない端数が生じたときは切り捨てます。ただし、期
間の全部が１月に満たないときは１月とします。
　事務所等の設置又は廃止があった場合の月数は、設置又は廃止の日を含めて
計算してください。

（イ）欄　月数
　事務所等を有していた月数を
記載してください。
　なお、事務所等が設置・廃
止・移転した場合には、それぞ
れ事務所等を有していた月数が
異なる区ごとに当該月数を記載
してください。

（ア）欄　税率
　均等割の税率表から該当する均
等割額（年額）を記載してくだ
さい。

　事務所等の名称（外　箇

所）を記載してください。

　なお、同一特別区内に２以

上の事務所等を有する場合に
は、当該特別区内の主な事務
所等の名称及び他の事務所等
の数を記載してください。
　また、主たる事務所等が所
在している特別区について
は、当該特別区に従たる事務
所等を有していても、この欄
には記載を要しません。

　算定期間の末
日現在の主たる
事務所等の所在
地を記載してく
ださい。

１　事業年度（算定期間）
　　　平成２２年４月１日　～　平成２３年３月３１日

２　事務所等
　　　本店　練馬区から豊島区へ移転（平成２２年６月３０日）
　　　　　　　江東支店　　江東区（平成２２年８月８日廃止）
　　　　　　　世田谷支店　世田谷区（平成２３年１月１５日設置）

３　従業者数（平成２３年３月３１日現在）
　　　本店　５５人
　　　世田谷支店　１５人

４　資本金等の額（平成２３年３月３１日現在）
　　　３，０００万円

支店

豊島 西池袋
１ 17 １ ９ 55

22 ４ １
23 ３ 31 ×××株式会社

江東支店 ４ ０

世田谷支店 ２ 15

23.1.15

世田谷
支店

世田谷区若林
4-22-12

22.8.8
江東
支店

江東区大島
3-1-3

22.6.30 本店
練馬区豊玉北
6-13-10

200 000

000081

000031

9

3

2

4

1

1

0051

054

612

334

70

2599

主たる事務所等とは、「東京
都内における主たる事務所
等」をいいます。東京都以外
の道府県に本店のある法人
については、東京都内の事
務所等の一つを「主たる事務
所等」とし、それ以外の東京
都内の事務所等を「従たる事
務所等」としてください。
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